スコットランドの英国からの独立をめぐる住民投票に関する一考察―政治過程を中心に― by 石見 豊


































































































































ル（James Mitchell）が『スコットランド問題（The Scottish Question）』と












がかりとして，“state” と “nation” の概念について検討している。両概念の間
にはしばしば混乱が見られるが異なるものと捉えている。“state” について







“nation” は主観的な形態を有しているとしている（同 pp. 6–8）。このように
“state” と “nation” を概念的に異なるものと捉えた上で，「英国は “state” であ
り，スコットランドは “nation” である」と述べている（同 p. 7）。この場合















































る。1998 年スコットランド法の第 30 条では，留保事項に変更を加える必要









1998 年 1998 年スコットランド法の成立。
























2012 年 10 月 15 日 英国政府のキャメロン首相とスコットランド政府のサモンド
首席大臣の間で「エディンバラの合意」を締結（住民投票の
実施が法的に保障された）。
2013 年 8 月 7 日 スコットランド住民投票（選挙権）法の成立（選挙権を 16 歳
以上とするための法律）。
2013 年 11 月 26 日 スコットランド政府は白書『スコットランドの未来』を発表（独
立後の国家像を示す）。
2013 年 12 月 17 日 スコットランド住民投票法の成立（投票日，質問の文言など
に関する法律）。
2014 年 9 月 18 日 スコットランド独立に関する住民投票の実施
出典：筆者作成



























　このエディンバラの合意を受けて，2013 年 3 月に「スコットランド独立
住民投票法案」と「スコットランド独立住民投票（選挙権）法案」が，ス
コットランド政府によってスコットランド議会に提出された。前者は，投票














3． 両政府は，住民投票に関する規則が，選挙管理評議会（the Electoral 






















































































̶  12  ̶
スコットランドの英国からの独立をめぐる住民投票に関する一考察（石見）
日や質問の文言に関する法案であり，後者は，選挙権を 16 歳以上とするこ
とに関する法案である。前者の法案は，2013 年 11 月 14 日にスコットラン
ド議会を通過し，同年 12 月 17 日に女王の裁可を得た。また，後者の法案は






























注 1：1998 年スコットランド法第 30 条第 2項の下で出された枢密院令は，英国議会







出典：HM Government and the Scottish Government, Agreement between the United 
Kingdom Government and the Scottish Government on a referendum on independence 
for Scotland, Edinburgh, 15 October 2012














ンペーン（Better Together）側では，スコットランド労働党 83 万 4000 ポンド，
スコットランド保守・ユニオニスト党 39 万 6000 ポンド，スコットランド自











̶  14  ̶
スコットランドの英国からの独立をめぐる住民投票に関する一考察（石見）


























の未来の選択（Choosing Scotland’s Future）』および 2009 年の『あなたの
スコットランド，あなたの声（Your Scotland, Your Voice）』など，これま















す日を 2016 年 3 月 24 日と定めている。つまり，その日までに英国政府との
必要な交渉や，その他の EUなどの国際機関との交渉，成文憲法の制定など
の独立に必要なしくみの整備もすべて終えなければならない。そして，独








るとしている（第 1部 p. 48）。
　また，君主制については，スコットランドの独立は 1603 年の同君連合（the 
Union of the Crowns）の時代に戻ることを意味し，現在の女王を国家元首と
̶  16  ̶
スコットランドの英国からの独立をめぐる住民投票に関する一考察（石見）
する立憲君主制を採用するとしている。現在コモンウェルス（英連邦）を構
成する 53 か国の中にも 16 の国々が女王を国家元首としており，スコットラ
ンドもそれに倣うとしている（第 4部 pp. 353–354）。
　公的機関（public bodies）については現在でも削減に努めているが，独立
後はさらなる合理化に努めるとしている（同 p. 360）。現在，約 300 ある機
関のうちの約 60％の機関は残すが，30％については統合・再編を進め，残

















英国全体での 9000 ポンドと比べて多いことを挙げている。また，2007 年度
から 2011 年度の間の対 GDP比での公共支出の割合を見ると，スコットラン
ドは英国全体でのそれより低かったことを挙げている。つまり，スコットラ
ンドの経済力（生産額）は英国全体のそれより上回っていて，必要な財政支












が現在のレベルで変化なく維持され，また石油価格も 2013 年 3 月までの 2
年間の平均的なレベルで維持される場合で，この場合の 2016 年度における
石油やガスによる税収は 68 億ポンドが見込まれている。第 2のシナリオは，
利益率は低いが，産業の成長予測によって生産がさらに増加する予測で，こ
の場合の 2016 年度における石油やガスによる税収は 79 億ポンドに達すると
見込まれている。そして，こうした歳入見込みの下で，総額 637 億ポンドの

































て検討した結果，英国と公式の通貨同盟（a formal monetary union）を締結し，
現在のポンドを使い続けることが，スコットランドにとって最善の選択肢だ
としている。また，これはスコットランドのみならず，英国にとっても利益






































































油とガスによる 2016 年度の歳入を 68 億から 79 億ポンドの間と予想）に
期待している。しかし，その一方で，財政学研究所（Institute of Fiscal 

































































が，上記の Barrosoの示した加盟手続きは欧州評議会議長（the European 




































































































値（％）は「分からない」を除いたものであるが，2014 年 1 月中頃までは，
反対（No）が 60％強，賛成（Yes）が 40％弱という状況であった。その後，
4月中頃にかけて，反対がわずかに減り，賛成がわずかに増え，4月中頃か




YouGovが 8月 4 ～ 7 日に行った調査では，反対が 61％，賛成が 39％（「分
̶  26  ̶
スコットランドの英国からの独立をめぐる住民投票に関する一考察（石見）
からない」を除いた数値）であったが，8月 12 ～ 15 日の調査では，反対が
57％，賛成が 43％になり，8月 28 日～ 9 月 1 日の調査では，反対が 53％，
賛成が 47％と 6ポイント差まで縮まった（The Times, 2014/9/2）。















　そして，9 月 7 日の The Sunday Timesは，YouGovの調査結果（9 月 2









̶  27  ̶
スコットランドの英国からの独立をめぐる住民投票に関する一考察（石見）
TNSの調査では，70 ～ 75％が常時投票に行くと述べている）。③労働党支
持者の間で独立賛成派が増加した（4週間前の 18％が 7日の YouGovの結果
では 35％）。④性別間の差が縮まった。YouGovの調査では，8月 4 日時点
で女性の 67％が反対派であったが，9月 1 日時点で 58％になった。TNS調
査でも類似の傾向を示した（1か月前では 49％が反対派だったが，最新の調








































































































は「社会的連合？英国における福祉と市民権（A Social Union? Welfare and 
































































̶  33  ̶
スコットランドの英国からの独立をめぐる住民投票に関する一考察（石見）
求に応え続けることができるのか，今後も見守っていきたい。







エディンバラの Word Power Booksでの Yesキャンペーンのティー・パー
ティーに参加し，Yesキャンペーンの方々と忌憚なく意見を交わすことがで

















 4） 英国の公務員制度では，国の機関で務める職員のみが公務員（civil service）と
呼ばれ，地方自治体の職員は公務員とは呼ばない。スコットランド政府で勤務
̶  34  ̶
スコットランドの英国からの独立をめぐる住民投票に関する一考察（石見）
する職員は公務員であり，英国の内国公務員制度（Home Civil Service）に属する。










 7） 1985 年にルクセンブルクのシェンゲン付近で締結されたことからシェンゲン協





 9） 欧州委員会委員長 Barrosoによるスコットランドの EU加盟の手続きに関する
見解は，2012 年 12 月 10 日の英国議会貴族院欧州問題特別委員会への書簡の中
で示された（Tierney　2013　p. 383）。
 10） 世論調査の結果は，各社でかなり異なっている。住民投票前の最後の日曜日で
ある 9 月 14 日の The Sunday Telegraphは，ICM/Sunday Telegraphによる調
査では Yesが 54％で Noが 46％，Survation/Better Togetherでは Yesが 46％で






 11） 本文中で示したように，民営化が予定されている NHSに対して，スコットラ
ンド政府はその公的サービスとしての維持を目指している。スコットランド
政府事務総長（Permanent Secretary）のピーター・ハウスデン卿（Sir Peter 











HM Government and the Scottish Government, Agreement between the United 
Kingdom Government and the Scottish Government on a referendum on 
independence for Scotland, Edinburgh, 15 October 2012.
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